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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第３四半期
連結累計期間

第29期
第３四半期
連結累計期間

第28期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 6,481,030 6,668,329 8,772,038

経常利益 （千円） 257,329 287,716 359,938

四半期（当期）純利益 （千円） 114,521 154,180 179,002

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 129,555 159,568 205,915

純資産額 （千円） 2,516,854 2,671,740 2,587,974

総資産額 （千円） 3,840,954 4,125,447 4,063,169

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 67.98 91.52 106.26

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 65.4 64.7 63.6

 

回次
第28期

第３四半期
連結会計期間

第29期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 26.40 40.02

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等を含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

 なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １

 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 また、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

（翻訳事業）

平成26年10月２日付で株式会社パナシアを新たに設立し、連結子会社としております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による各種経済対策および金融政策の効果により企

業収益や設備投資の増加、雇用・所得環境の改善がみられるなど、総じて緩やかな回復基調で推移いたしまし

た。

このような環境のもと、当社グループでは今期を最終期とする第二次中期経営計画において「すべての企業

を世界につなぐ言葉のコンシェルジュ」という経営ビジョンを掲げ、言葉に関する事業領域の拡大による新た

な価値創造を推し進め、企業のグローバル展開に伴う翻訳・通訳需要の獲得に努めてまいりました。

これらの結果、当社グループのコアビジネスである翻訳事業が堅調に推移したものの、派遣事業が低調に推

移したことから、当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期比2.8％増の6,668百万円となりました。利益

面においては、翻訳事業の増収と粗利率の改善により、営業利益は前年同期比9.8％増の285百万円、経常利益

は前年同期比11.8％増の287百万円、四半期純利益は前年同期比34.6％増の154百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間における各セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、株式会社アイ・エス・エスを中心としたコンベンション事業を報告セ

グメントの区分に変更しております。以下の前年同四半期比較については、前年同四半期の数値を変更後のセ

グメント区分に組み替えた数値で比較しております。

① 翻訳事業

特許分野では、世界的な米系コングロマリットの日本法人との取引開始など、企業の知的財産関連部署に対

する新規開拓は順調に推移しているものの、主要顧客である大手電機メーカーからの発注の一時的減少や特許

事務所からの受注が低調に推移したことから、売上高は前年同期比0.8％増の1,293百万円となりました。医薬

分野では、新薬申請資料の翻訳において、プリファードベンダー（注）契約に基づく外資系メガ・ファーマ、

ならびに、国内製薬会社からの受注が好調を維持していることに加え、国内製薬会社、ならびに、国内化学

メーカーの医薬品開発部門から新薬申請と製造工程に関する大型のスポット案件を獲得したことから、売上高

は前年同期比8.0％増の1,632百万円となりました。工業分野では、売上の主軸となる自動車関連企業において

複数の完成車、ならびに、部品メーカーから大型のスポット案件を獲得したことに加え、エネルギー関連企業

の継続案件や総合電機メーカーのローカライズ案件を受注したことにより、売上高は前年同期比4.2％増の

1,335百万円となりました。金融・法務分野では、法律事務所や保険関連企業における受注増加や企業の管理系

部署への営業活動の奏功に加え、金融情報サービス企業から大型のスポット案件を獲得したことから、売上高

は前年同期比7.5％増の425百万円となりました。これらの結果、翻訳事業の売上高は前年同期比4.8％増の

4,686百万円となりました。

② 派遣事業

派遣事業は語学に長けた人材を派遣する人材派遣事業と主に外資系企業に人材を紹介する人材紹介事業の2つ

から構成されています。人材派遣事業においては、主に銀行や保険などの金融関連企業や医薬品関連企業など

からの長期派遣案件の受注は堅調に推移したものの、登録者不足の影響で売上を伸ばすことができず、また、

人材紹介事業においては、候補者の確保が及ばず売上が低調に推移したことから、売上高は前年同期比0.1％減

の1,004百万円となりました。

③ 通訳事業

通訳事業においては、製薬会社や通信関連企業からの受注が引き続き好調に推移したことに加え、大手鉄道

会社からスポット案件を獲得したことから、売上高は前年同期比7.4％増の471百万円となりました。

④ 語学教育事業

語学教育事業においては、株式会社アイ・エス・エス・インスティテュートの通訳者・翻訳者育成でのレ

ギュラーコースの受講申込が計画通りに推移したことから、売上高は前年同期比1.2％増の166百万円となりま

した。
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⑤ コンベンション事業

コンベンション事業においては、受注は好調に推移しておりますが、前期に受注した大型スポット案件

（「第５回アフリカ開発会議（通称：TICAD Ⅴ）」）の反動により、売上高は前年同期比25.0％減の255百万円

となりました。

⑥ その他

その他のセグメントにおいては、外国への特許出願に伴う明細書の作成や出願手続きを行う株式会社外国出

願支援サービスが好調に推移したことなどから、売上高は前年同期比36.5％増の83百万円となりました。

 

（注）プリファードベンダーとは、企業が優秀な人的リソースの確保と費用低減を狙い、優先的に業務を委託

する特定の調達先（ベンダー）を指す。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,140,000

計 5,140,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,684,500 1,684,500
東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

単元株式数

100株

計 1,684,500 1,684,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高

（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 1,684,500 － 588,443 － 478,823

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社翻訳センター(E05579)

四半期報告書

 5/15



（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,682,800 16,828 －

単元未満株式 普通株式    1,700 － －

発行済株式総数 1,684,500 － －

総株主の議決権 － 16,828 －

 

②【自己株式等】

 該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,663,339 1,675,462

受取手形及び売掛金（純額） ※ 1,290,045 ※ 1,404,391

仕掛品 88,594 116,299

その他 257,220 218,761

流動資産合計 3,299,198 3,414,914

固定資産   

有形固定資産 188,689 169,184

無形固定資産   

のれん 216,826 170,323

その他 70,686 105,857

無形固定資産合計 287,512 276,181

投資その他の資産 ※ 287,768 ※ 265,167

固定資産合計 763,970 710,532

資産合計 4,063,169 4,125,447

負債の部   

流動負債   

買掛金 602,807 563,514

未払法人税等 100,293 66,166

賞与引当金 133,198 124,305

その他 442,852 534,584

流動負債合計 1,279,151 1,288,570

固定負債   

役員退職慰労引当金 35,400 35,400

退職給付に係る負債 106,253 86,132

その他 54,391 43,603

固定負債合計 196,044 165,136

負債合計 1,475,195 1,453,707

純資産の部   

株主資本   

資本金 588,443 588,443

資本剰余金 478,823 478,823

利益剰余金 1,492,794 1,571,171

株主資本合計 2,560,060 2,638,437

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 27,914 33,302

その他の包括利益累計額合計 27,914 33,302

純資産合計 2,587,974 2,671,740

負債純資産合計 4,063,169 4,125,447
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 6,481,030 6,668,329

売上原価 3,675,184 3,682,105

売上総利益 2,805,845 2,986,224

販売費及び一般管理費 2,546,336 2,701,036

営業利益 259,508 285,187

営業外収益   

貸倒引当金戻入額 － 2,311

その他 3,246 1,817

営業外収益合計 3,246 4,129

営業外費用   

為替差損 5,425 1,492

その他 － 108

営業外費用合計 5,425 1,601

経常利益 257,329 287,716

税金等調整前四半期純利益 257,329 287,716

法人税等 143,485 133,535

少数株主損益調整前四半期純利益 113,844 154,180

少数株主損失（△） △677 －

四半期純利益 114,521 154,180
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 113,844 154,180

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △695 －

為替換算調整勘定 16,406 5,388

その他の包括利益合計 15,711 5,388

四半期包括利益 129,555 159,568

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 129,600 159,568

少数株主に係る四半期包括利益 △45 －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

当第３四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社パナシアを連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

流動資産 1,403千円 1,323千円

投資その他の資産 10,660 564

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 61,841千円 61,865千円

のれんの償却額 49,364 46,502

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 75,802千円 4,500円 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

（注）当社は平成25年４月１日付で、普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っておりますが、上記配当

金については、当該株式分割前の株式数を基準に配当を実施しております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日

定時株主総会
普通株式 75,802千円 45円 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 翻訳事業 派遣事業 通訳事業

語学教育
事業

コンベン
ション事業

計

売上高         

外部顧客への

売上高
4,469,867 1,005,868 438,850 164,466 340,772 6,419,825 61,205 6,481,030

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

2,805 19,771 13,199 936 － 36,713 30,269 66,982

計 4,472,672 1,025,639 452,050 165,403 340,772 6,456,538 91,475 6,548,013

セグメント利益 179,757 30,170 36,018 18,819 19,849 284,615 23 284,639

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、外国出願支援事業等を含んで

おります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 284,615

「その他」の区分の利益 23

セグメント間取引消去 20,900

のれんの償却額 △46,031

四半期連結損益計算書の営業利益 259,508

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 翻訳事業 派遣事業 通訳事業

語学教育
事業

コンベン
ション事業

計

売上高         

外部顧客への

売上高
4,686,540 1,004,512 471,597 166,537 255,548 6,584,736 83,593 6,668,329

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

9,973 11,756 14,230 784 － 36,744 30,278 67,022

計 4,696,514 1,016,269 485,827 167,321 255,548 6,621,480 113,871 6,735,352

セグメント利益 223,005 3,956 27,902 21,001 14,339 290,205 398 290,604

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、外国出願支援事業等を含んで

おります。
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 290,205

「その他」の区分の利益 398

セグメント間取引消去 36,471

のれんの償却額 △41,888

四半期連結損益計算書の営業利益 285,187

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、「その他」に含めていた「コンベンション事業」について、量的な重要性が

増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第３四半期連結累計期間の報告セグメントの区分

に基づき作成したものを開示しております。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 67円98銭 91円52銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 114,521 154,180

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 114,521 154,180

普通株式の期中平均株式数（株） 1,684,500 1,684,500

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月12日

株式会社翻訳センター

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡部   健   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大谷 智英   印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社翻訳セ

ンターの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から

平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社翻訳センター及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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